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: は じ め に

近年,経営の規模拡大に伴う単一化指向の反省から,複

合経営の重要性が言われている。山形県では,水田利用再

編対策等で中核農家を対象に,扇1次部門の定着化をねらっ

た技術体系指標や目標営農類型指標などが提示されている。

しかし,こ れらの指標は畑作振興指標が主体であり果樹

類型が少ないこと,ま た果樹類型であっても複数の樹種や

品種あるいは作型の組合わせが必要であること,更にこれ

らの類型を具体的に地域に振興 していく場合の対象農家が

明確でないなどの問題を含んでいる。

そこで,ブ ドウ農家を対象に,個別経営の改善計画に視

点をおきながら,ブ ドウの品種や作型などの最適組合せを

中心とした稲作+ブ ドウ類型の経営管理モデルについて検

討を行なった。

なお,分析に用いた『 AGRIPLANJは作 目選択 と

条件設定を簡易に行いながら,線型計画と試算計画ができ

るように開発したプログラム1)である。

2 経営構造と作型選択過程

山形県のブドウ産地は,置賜・ 村山盆地における山裾の

傾斜地に分布する。調査地区はこのうち施設型産地として

山形市本沢と上山市西郷.露地産地として高畠町屋代を対

象とし,合計 8戸を調査した。調査は労働過程を把握する

ため,労働日誌の記帳を主体に行った。

表 l 調査農家における経営概況 (昭 60)
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表 1の経営概況から調査農家 8戸の平均では農業従事者

は31人 ,経営規模は239α ,う ちブ ドウ栽培面積は100α

であ る。

調査農家の一般的な品種・ 作型の組合せからすれば,露

地デラ+雨よけデラ類型が 4戸 (NQ 2,5.6.7),露
地デラ+無加温デラ類型 3戸 (NQ l.3,4)に 分けるこ

とができる。それら2類型の水稲や露地デラの栽培面積を

みると,水稲は雨よけデラ類型153`(Nl1 6の農家を除 く

と102α ).無加温デラ類型76● で雨よけデラの稲作規模

が大きく,ま た露地デラ栽培面積は雨よけデラ類型45α
,

無加温デラ類型66α で無加温デラ類型のほうが大きい。ま

た,無加温デラ類型は大粒種露地を組合せている例が比較

的多くみられる。一方 ,農業従事者数は雨よけデラ類型33

人,無加温デラ類型27人で雨よけデラ類型の農業従事者

が多い。

以上から,こ れらの経営類型は経営構造の違いによって,

施設裁培の選択過程が異なると考えられる。」,形県におけ

る施設導入過程
2)は

昭和46年無加温ハウスに始まり,昭和

53年から雨よけテント方式が導入された。そこでは,ブ ド

ウを基幹作物としている専業的な農家では,比較的早くか

らハウスによる施設化を行い,その後雨よけ施設が稲作規

模の大きい農家に導入されたと考えられる。昭和59年にお

けるハウス設置面積は142A●て成園面積の 4%を 占めてい

るが,雨よけテントの設置面積は399脆 ,12%で増加傾向

にあり,雨 よけ施設栽培は稲作を主体としながらブドウ部

門をより基幹部門に高めていく農家が選択する栽培技術で

ある。

3 調査農家における経営改善計画

調査農家における労働力と作物の最適組合せを試算する

と,現在の組合せと比較的良く一致したのは,NQ l,6.
8農家である。各農塚の改善計画をみると,NQ 2農家はオ

ウトウの収穫作業がネックになり,今後ともオウトウ部門

への労働投下が増加すれば,労働生産性の高い部門への雇

用労働の配置を考える必要がある。またNQ 4農家は,8月
の労働時間が不足するため,計画では大粒種の拡大がみら

れる。なお,こ の農家は最近になって大粒種の拡大を図っ

ている。m5農家は,昨年よリメロンを導入しているが ,

10α の収益性をみるとハウスメロンの所得は176千 円,露

地デラは286千 円で露地デラのほうが高いが,雨 よけデラ
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との組合せでは 6月 の労力が競合し,ハ ウスメロンが露地

デラより有利に展開している。NQ 7農家の改善計画では露

地デラが減少し,替 って雨よけデラや大粒種 (高尾 ),ア
スパラガスが伸びている。この農家でも,近年アスパラガ

スの面積拡大を図っている。

表2 経営改善計画

と200aのモデル経営を想定して最適組合せを試算すると,

雨よけデラ類型,無加温デラ類型の両方とも露地デラが組

合わされない結果となっている。つまり,雨よけデラはハ

ウスものとして出荷されるため,試算で用いた農協出荷の

平均単価では,実際より高い価格で評価されているためで

ある。そのため,感度分析を用いて作型の所得評価を行っ

たところ,雨よけデラの所得は265～ 279千 円まで低下 し

ても作物の組合せに影響 しないことがわかる。同様に無加

温デラでは353千円が所得 ド限になる。

これらの感度分析の結果から,露地デラを組合せた最適

解を求めると表 4の ように,露地デラでは40～ 65α .雨ょ

けデラ30α ,無加温デラは20～ 35α ,大粒種露地は25α が

最適組合せの面積である。

表 4 ブドウ経営の最適組合わせ
  (単位 α,抑)

また,無加温デラと比べて雨よけデラに品質のばらつき

がみられるので,各作型の経営費並びに収量が一定である

という条件のもとに,価格均衡点を試算した。この結果 ,

雨よけデラが 1″ 340～ 350円 ,無加温デラ424円 になる。

なお,露地デラの収益性が変われば,雨よけデラや無加温

デラの所得評価も変化し,価格均衡点も変化することに留

意する必要がある。

なお,こ れらの改善計画の中で現状より総所得が低下し

ているNα l.4 6は ,稲作面積や制限条件の耕地面積が

単位-10α として整数化された計算誤差であり,今後の検

討課題である。

4 感度分析による作型評価

調査農家のデータをもとに,労力 3人 ,耕地面積 150′

表3 感度分析による作型の所得評価
5 ま

これまで調査農家の経営改善計画,並びにこれを基にし

たモデル設計について検討した。この結果,雨よけデラ類

型と無加温デラ類型では経営構造的に導入過程が異なるこ

と,ま た「 AGRIPLANJを 用いた経営改善計画が極

めて現状に近いことが明らかになった。

また,感度分析を用いた各ブドウの作型評価では,基幹

作物に対する副次部門の評価の点で有効であり,こ れらの

手法を基に農家に対する労働管理面での適切な経営技術指

導が可能になると考える。
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